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The correlation between the electric conductivity and the total dissolved chemical components of water from hot 

springs was analyzed at 154 different hot spring sources in the Hyogo Prefecture. The results showed a significant 
correlation between these parameters (r= 0.996, p<0.01). Furthermore, for the different categories such as the Cl type, 
the HCO3 type and the SO4 type of hot springs also exhibited high correlations with the electric conductivity and the 
total dissolved chemical components (respectively r=0.995, 0.991 and 0.994, all of p<0.01). These results obtained 
revealed that a simple measurement of the electric conductivity of water from hot springs could be a possible method for 
rapidly assessing changes in the dissolved chemical components. Additionally, in the case of a specific type of hot spring, 
it could offer an effective index for the detection of changes in the quality of the water.  

 
Ⅰ はじめに 

 
2007 年 4 月 25 日付で温泉法の一部が改正され 1)，10

年毎の定期的な成分分析が義務付けられた．この改正の

趣旨は，「年間延べ一億人以上が利用し，国民の高い関心

を集めている温泉について，入浴者等に対する温泉の成

分等についても情報提供の充実が求められていること，

また，我が国は豊富な温泉資源に恵まれているが，その

資源には限りがあり，持続可能な利用を進める必要があ 
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ること」とされている．当研究所においても，法改正時

には兵庫県下の多数の源泉について再分析を実施し，そ

れらの分析結果を基に泉質名の変化の有無等について解

析を行った．その結果，対象とした源泉の 35%で泉質名

の変化が認められた 2)．このような約 1/3 に相当する源

泉で泉質名が変化していた実態に対しては，入浴者等に

対する情報提供の充実，温泉行政機関による監視指導の

充実の観点から，法定の 10 年よりも短い期間内で水質

を把握し，その結果に基づき，利用者に正しい情報を伝

えることが望まれる．しかしながら，一般的に温泉中分

析には時間とコストを要するため，高頻度での実施は非

現実的である．そこで，水質を把握する簡易な方法とし

て，「溶存物質量」の項目の把握に限定されるという短所

はあるが，温泉中分析のコストに比べると測定器が安価
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で入手でき，かつ測定も簡便である電気伝導率の活用に

ついて検討した． 
電気伝導率は，溶液の電気の通りやすさを示す尺度で

あり，溶液中に存在するイオンの伝導率の総和として示

される3)ことから，水中に含まれる全イオン量を反映す

る値といえる．このため，鉱泉分析法指針に定められた

測定項目4) には該当しないものの，当所では従来から温

泉水に含まれる溶存物質量の推定5)や機器分析における

試料の希釈倍率を決定する目的で活用してきた．すなわ

ち，鉱泉の定義のひとつである「溶存物質量（ガス性の

ものを除く）」は分析機関において機器分析の結果から得

られる値であるが，この値と現場で測定できる電気伝導

率との関連性を明らかにすることで，簡易な電気伝導率

の測定結果から溶存物質量の把握が可能と考えられる．

また，兵庫県下の温泉には種々の泉質があることから，

泉質による両者の関連性の差異についても解析し，考察

を加えたので報告する． 
 

Ⅱ 材料と方法 

 

1. 対象源泉 
2004 年 4 月～2014 年 1 月の期間に，当所にて温泉分

析を実施した 154 源泉を対象として，それらを泉質別，

さらに詳細な水質別に分類して解析を行った．なお，本

研究報告では水質に着目した解析を目的としたため，鉱

泉分析法指針で泉質の命名法として定められている「塩

類泉の分類，副成分による塩類泉の細分類」6) が適用さ

れない単純泉や規定泉（療養泉の定義には該当しないが

鉱泉の定義に該当する地下水）についても，この分類方

法を適用した．すなわち，塩類泉の場合に，ナトリウム

（Na）-塩化物（Cl）泉，ナトリウム・カルシウム（Ca）
-炭酸水素塩（HCO3）泉等と命名するのに倣って，単純

泉，規定泉に対しても，含まれる各成分のミリバル

（mval：温泉水 1 kg 当たりの mg 当量）値から，主成

分（含有量が最も多い成分）や副成分〔主成分を除いて

mval%（全ての陽イオンあるいは陰イオンのミリバル値

の合計に対する，各陽イオンあるいは各陰イオンのミリ

バル値の割合）が 20%以上の成分〕を決定し，本報告で

は，例として「単純泉（Na-Cl 型），規定泉（Na・Ca-HCO3

型）」等と括弧書きで分類を併記することとした．また，

分類中に塩類泉，単純泉，規定泉が混在している場合は，

水質のタイプを示す表記方法として，例として，Na-Cl
泉ではなくNa-Cl 型とした．このような決め事に基づき，

解析の対象とした 154源泉の水質をTable 1のように分

類した．まず，陰イオンの主成分のみによる分類を行い，

塩化物型（Cl 型）89 源泉（タイプ①），炭酸水素塩型

（HCO3型）62 源泉（タイプ②），硫酸塩型 3 源泉（タ

イプ③）とした．次に，塩化物型，炭酸水素塩型それぞ

れについて，陰イオンの副成分を有しない水質（例えば

タイプ①-1），副成分を有する水質（例えばタイプ①-2）
に分類した．さらに，これらの陰イオンの型分類それぞ

れに対して，陽イオンによる分類を行った．すなわち，

主成分がナトリウムイオン（Na+）で副成分を有しない

水質（例えばタイプ①-1-1）とカルシウムイオン（Ca2+）

を主成分あるいは副成分として有する水質（例えばタイ

プ①-1-2）に分類した． 
 
Table 1 The numbers of hot spring that classified according to water quality 

①：Cl main types (89 hot springs), ②：HCO3 main types (62 hot springs), ③：SO4 main types (3 hot springs) 

Types of water
The classifications based

on anion and cation
The classifications

based on anion

①-1-1 Na-Cl 32

①-1-2 Na・Ca-Cl, Ca-Cl 34

①-2-1 Na-Cl・HCO3 13

①-2-2 Na・Ca-Cl・HCO3 6

- - Others - 4

②-1-1 Na-HCO3 19

②-1-2 Na・Ca-HCO3 16

②-2-1 Na-HCO3・Cl 4

②-2-2
Na・Ca-HCO3・Cl,

Na・Ca・Mg-HCO3・Cl
15

- - Others - 8

③ ③-1 ③-1-2 Na・Ca－SO4 3 3

②

②-1

②-2

Type No.

66

19

35

19

①
①-2

①-1
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2. 測定方法及び解析方法 
 電気伝導率計（HORIBA ES-51）を用いて電気伝導率

を測定し，機器分析（誘導結合プラズマ発光分光分析装

置，イオンクロマトグラフ）等の成分分析結果から得ら

れた溶存物質量（ガス成分を除く）と電気伝導率との関

連性について解析した．なお，電気伝導率の値は水温の

上昇に伴い高値を示すことから，25℃に補正 3)する電気

伝導率計の温度補償機能を用いた． 
 
3. 定期観測地点の温泉水への電気伝導率測定の適用性 
 当所では，県内の温泉の定期観測地点の一つとしてK
温泉の湧出成分モニタリングを実施している．1994 年

12 月（新規掘削時）から 2013 年 3 月の調査期間に採水

した 26 試料について，電気伝導率を測定し，機器分析

等で得られた溶存物質量との関係について解析を行った．

なお，K 温泉の泉質はナトリウム・カルシウム-塩化物泉

である． 
 

Ⅲ 結果および考察 

 
1． 電気伝導率と溶存物質量との関係 
電気伝導率から溶存物質量を把握するためには両者の

関連性を知る必要があるため，電気伝導率（S/m）とガ

ス性のものを除いた溶存物質量（g/kg）との相関関係に

ついて解析した． 
 全 154 源泉を対象とした場合，横軸に電気伝導率の対

数を，縦軸に溶存物質量の対数をプロットして直線回帰

を行うと，両者の間には，有意（p<0.01）かつ極めて高

い相関性（r = 0.996）が認められ，溶存物質量（g/kg）
＝7.37 × 電気伝導率（S/m）の関係式が得られた．更に，

泉質別の相関関係を把握するために，Table 1 の分類に

従い，塩化物型，炭酸水素塩型，硫酸塩型の水質別に解

析を行った． 
 
1.1 塩化物型 
全塩化物型 89 源泉（Table 1 タイプ①）を対象として

解析を行った結果，電気伝導率と溶存物質量の間には，

有意（p < 0.01）かつ極めて高い相関関係（r = 0.995）
が認められ，溶存物質量（g/kg）＝7.37 × 電気伝導率

（S/m）の関係式が得られた（Fig.1 ●）．この関係式の

係数 7.37 は，上記の全源泉の解析で得られた値と同じで

あったが，この理由として，解析に用いた全源泉に対し

て塩化物型の割合が高いこと（Table 1），塩化物型には

溶存物質量が多い源泉が多いこと（Fig.1）が考えられた．

また，本県の係数 7.37 に対して，他機関から報告されて

いる関係式の係数は，7.3（神奈川県），6.7（愛知県）7) 

y = 7.37x
R = 0.995

y = 9.57x
R = 0.991
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Fig. 1 The relationships between the electric conductivity 

and the total dissolved chemical components for 89 hot 
springs of Cl type and 62 hot springs of HCO3 type 

 
で，概ね一致した値が得られた． 
また，副成分を有しない塩化物型に分類される 66 源

泉を対象とした場合の関係式の係数は 7.26 であった．こ

の係数の結果を，Fig.2 ではTable 1 のタイプ番号を併記

して①-1 と示しており，以降の分類の結果も同様の表記

としている．次に，この 66 源泉のうち，陽イオンの主

成分が Na+の 32 源泉を対象とした場合の関係式の係数

は 7.37（Fig.2 ①-1-1），Ca2+が主成分あるいは副成分と

なる場合（Na･Ca-Cl 型，Ca-Cl 型）の関係式の係数は

6.78（Fig.2 ①-1-2）であった．次に，副成分を有する

塩化物型（塩化物・炭酸水素塩型）に分類される 19 源

泉を対象とした結果，関係式の係数は 8.40（Fig.2 ①-2）
であった．更に，この 19 源泉のうち，陽イオンの主成

分が Na+の 13 源泉を対象とした場合の関係式の係数は

8.41（Fig.2 ①-2-1），Ca2+が副成分となる 6 源泉を対象

とした場合（Na･Ca-Cl･HCO3型）の関係式の係数は

7.63（Fig.2 ①-2-2）であった． 
 
1.2 炭酸水素塩型 
 全炭酸水素塩型 62 源泉についても塩化物型と同様に

解析を行った．その結果，電気伝導率と溶存物質量の間

には，有意（p < 0.01）かつ極めて高い相関性（r = 0.991）
が認められ，溶存物質量（g/kg）＝9.57×電気伝導率（S/m）

の関係式が得られた（Fig.1 ○）．関係式の係数は 9.57
で，塩化物型と比較して大きい値であった．また，本県

の関係式の係数 9.57（Fig.2 ②）に対して，他機関から

報告されている炭酸水素塩泉に対する関係式の係数は，
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Fig.2 The Inclination of the linear relationship of the electric conductivity and the total dissolved chemical 

components to each type 
 
9.1（神奈川県），8.9（愛知県）7) であり，概ね一致した

値が得られた． 
また，副成分を有しない炭酸水素塩型に分類される 35

源泉を対象とした結果，関係式の係数は 10.7（Fig.2 ②
-1）であった．更に，この 35 源泉のうち，陽イオンの

主成分が Na+の 19 源泉を対象とした場合の関係式の係

数は 10.6（Fig.2 ②-1-1），Ca2+が副成分となる場合（Na･
Ca-HCO3型）の関係式の係数は 11.8（Fig.2 ②-1-2）で

あった．次に，副成分を有する炭酸水素塩型（炭酸水素

塩・塩化物型）に分類される 19 源泉を対象とした結果，

関係式の係数は 9.27（Fig.2 ②-2）であった．更に，こ

の 19 源泉のうち，陽イオンの主成分が Na+の 4 源泉を

対象とした場合の関係式の係数は 9.40（Fig.2 ②-2-1），
Ca2+が副成分となる場合（Na･Ca-HCO3･Cl 型）の関係

式の係数は 8.82（Fig.2 ②-2-2）であった． 
 
1.3 硫酸塩型 
 硫酸塩泉は 3 源泉のみのため，関係式は図示していな

いが，いずれもナトリウム･カルシウム- 硫酸塩泉で，同

様に電気伝導率と溶存物質量の間には，有意（p<0.01）
かつ極めて高い相関性（r = 0.994）が認められ，溶存物

質量（g/kg）＝8.11 × 電気伝導率（S/m）の関係式が得

られた．関係式の係数は，塩化物型よりも大きく炭酸水

素塩型よりも小さい値であった．また，本県の関係式の

係数 8.11（Fig.2 ③-1-2）に対して，他機関から報告 7) 
されている硫酸塩泉に対する関係式の係数は，7.8（神奈

川県）であり，本県よりも若干小さい値であった．この

違いについては，兵庫県内には地質的に硫酸塩泉が少な

く，これらの 3 データも同じ地域に位置する源泉である

ため，地域的な偏りによる影響もあると考えられる． 
 これらの水質別（塩化物型，炭酸水素塩型，硫酸塩型）

の解析結果から，陰イオンについては，電気伝導率－溶

存物質量の関係式の係数は，主成分が Cl-＜SO42-＜

HCO3-の水質の順に大きくなり，陽イオンについては，

Na･Ca-HCO3型（②-1-2）の場合を除いて，主成分が

Ca2+よりも Na+の方が大きい傾向であった．すなわち，

溶存物質単位重量当たりの電気伝導率は，関係式の係数

とは逆で，この順に小さく，陰イオンについては，Cl-＞
SO42-＞HCO3-，陽イオンについては，Ca2+＞Na+となる

ことを示している． 
また，Table 2 には，それぞれのイオンの当量電気伝

導率の文献値 8)と，その文献値をグラム当量で除した算

出値を示した．この算出値は各イオンの単位重量当たり

の電気伝導率を示しており，その値は，陰イオンについ

ては Cl-＞SO42-＞HCO3-の順であり，陽イオンについて

は Ca2+＞Na+の関係にあることが分かった．すなわち，

この大小関係は電気伝導率と溶存物質量の関係を水質別

に解析した結果と一致しており，温泉水において，電気

伝導率と溶存物質量の関係式の係数が水質により異なる

という結果には，温泉水の主成分イオンの当量電気伝導

率が反映されているものと考えられた． 
 
2. 定期観測地点の温泉水への電気伝導率測定の適用性 

K 温泉で採取した 26 試料について，電気伝導率と溶 
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Table 2 Electric conductivities per gram equivalent    
(〔A〕/〔B〕) of main anions and cations in hot spring 
waters 

Equivalent

conductivity 8)

λ（S・cm2/eq）〔A〕

Cl- 76.3 35.45 2.15

HCO3
- 44.5 61.02 0.73

SO4
2- 80.0 48.03 1.67

Na+ 50.1 22.99 2.18

Ca2+ 59.8 20.04 2.98

〔A〕/〔B〕

Cation

Anion

Ions
Gram

Equivalent
〔B〕

 
 
存物質量との関係をグラフ上にプロットした（Fig.3）．
本泉は，ナトリウム・カルシウム－塩化物泉であり，こ

れらのプロットが概ね上記 1. 1-2 で求めた①-1-2型の相

関関係の係数 6.78 の直線（Fig.3 の破線：y = 6.78 x ）
上に位置していることが確認できた． 
また，観測期間中の 26 試料の電気伝導率の変動は小

さく（CV：4.4%），全試料が Fig.3 に示す破線円内にプ

ロットされた．すなわち，電気伝導率の測定からは，調

査期間中において K 温泉の水質は殆ど変化していない

ものと判断できた．一方で，成分分析の結果についても，

本観測期間中の K 温泉の泉質名に変化は認められてい

なかった．これらの結果と上記 1.の結果を総合的に考え

合わせることにより，電気伝導率の測定は，温泉水の水

質を把握する簡便な手法として有用なパラメーターであ

ることが明らかとなった． 
 

Ⅳ 結 論 

 
 温泉利用者への情報提供の充実，温泉行政機関による

監視指導の充実の観点から，現場での温泉水の水質を把

握する簡易な手法として，溶存物質量の把握のための電

気伝導率の適用性について検討した結果，以下のことが

明らかとなった． 
 
1. 154 源泉の温泉水の電気伝導率と温泉の定義である

溶存物質量との関係について解析した結果，両者には極

めて高い相関関係が認められた． 
 
2. 上記の相関関係は，泉質（水質）によって異なり，

塩化物型では，溶存物質量（g/kg）＝7.37 × 電気伝導率

（S/m）の関係式が得られた．同様に，炭酸水素塩型に

対する係数（傾き）は 9.57，硫酸泉に対する係数（傾き）

は 8.11 の相関関係が得られた． 
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Fig.3 The relationships between the electric 
      conductivity and the total dissolved chemical  

components for Hot spring K 
Dashed straight line is y = 6.78 x 

 
3. 水質による電気伝導率と溶存物質量との相関関係の

係数の違いは，主成分イオンの当量電気伝導率の違いに

よるものと考えられた． 
 
4. 兵庫県内のK温泉の長期間に亘る定期観測結果に対

して電気伝導率の測定値を適用した結果，①電気伝導率

と溶存物質量との相関関係の係数（傾き）は，本泉の水

質であるナトリウム・カルシウム-塩化物型の分類により

求められた係数（傾き）と概ね一致した，②また，長期

間に亘って電気伝導率の測定値に変化が認められなかっ

た結果と，成分分析の結果（泉質名）が変化しなかった

結果を総合的に判断すると，温泉水の溶存物質量を把握

する簡便な手法として電気伝導率の測定が有用であるこ

とを，フィールド調査の結果から明らかとした． 
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